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日本好配当株ファンド2016-12 
（限定追加型／繰上償還条項付） 
 

 

 
 

第１期（決算日 2017年12月21日） 

 

  
平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 
「日本好配当株ファンド2016-12（限定追加型／繰上償還条項付）」は、2017年12月21日に第１期の決算
を行いましたので、期中の運用状況ならびに決算のご報告を申し上げます。 
今後とも一層のお引き立てを賜りますようお願い申し上げます。 

 

  
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 

信 託 期 間 2016年12月21日から2021年12月21日までです。 

運 用 方 針 
「日本好配当株マザーファンド」受益証券への投資を通じて、主として、わが国の金融商品取引所に上場されている株式（上
場予定を含みます。）の中から、予想配当利回りが市場平均と比較して高く、割安と判断される銘柄を中心に投資を行い、高
水準のインカムゲインの獲得を目指し運用を行います。 

主要投資対象 

日本好配当株ファンド2016- 12 
（限定追加型／繰上償還条項付） 

「日本好配当株マザーファンド」受益証券を主要投資対象とします。 

日本好配当 株マザ ーファ ンド 
わが国の金融商品取引所（これに準ずるものを含みます。）に上場されている株式を主
要投資対象とします。 

投 資 制 限 

日本好配当株ファンド2016- 12 
（限定追加型／繰上償還条項付） 

①株式の実質投資割合には、制限を設けません。 
②投資信託証券（ただし、マザーファンドの受益証券及び上場投資信託証券等を除き

ます。）への実質投資割合は、投資信託財産の純資産総額の５％以内とします。 
③外貨建資産への投資は行いません。 

日本好配当 株マザ ーファ ンド 
①株式の投資割合には、制限を設けません。新株引受権証券および新株予約権証券へ

の投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の20％以下とします。 
②外貨建資産への投資は行いません。 

分 配 方 針 

毎年12月21日（休日の場合は翌営業日）に決算を行い、原則として以下の方針に基づき収益分配を行います。 
・分配対象額の範囲は、経費等控除後の繰越分を含めた利子・配当等収益および売買益（評価益を含みます。）等の全額とし
ます。 

・収益分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただし、必ず分配を行うものではありません。 
・留保益の運用については特に制限を設けず、委託会社の判断に基づき、元本部分と同一の運用を行います。 

 

 

運用報告書（全体版） 

受 益 者 の み な さ ま へ 

当ファンドの仕組みは次の通りです。 
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日本好配当株ファンド2016-12（限定追加型／繰上償還条項付） 

 
【運用報告書の表記について】 

・ 原則として、各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しておりますので、表中の個々の数字の合計が合計欄の値と

は一致しないことがあります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。  

 

○設定以来の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 東証株価指数（ T O P I X ） 

株   式 
組 入 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

(参考指数) 
期 中 
騰 落 率 

(設定日) 円 円 ％  ％ ％ 百万円 

2016年12月21日 10,000 － － 1,552.36 － － 1,594 

１期(2017年12月21日) 11,400 0 14.0 1,822.61 17.4 99.5 2,104 
 

（注） 設定日の基準価額は、設定時の価額です。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」は実質比率を記載しております。 

（注） 設定日の純資産総額は、設定元本を表示しております。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 東証株価指数（ T O P I X ） 株   式 

組 入 比 率  騰 落 率 ( 参 考 指 数 ) 騰 落 率 

(設定日) 円 ％  ％ ％ 

2016年12月21日 10,000 － 1,552.36 － － 

12月末 9,889 △ 1.1 1,518.61 △ 2.2 84.0 

2017年１月末 9,785 △ 2.2 1,521.67 △ 2.0 97.6 

２月末 9,928 △ 0.7 1,535.32 △ 1.1 74.2 

３月末 9,726 △ 2.7 1,512.60 △ 2.6 99.0 

４月末 9,831 △ 1.7 1,531.80 △ 1.3 99.1 

５月末 9,859 △ 1.4 1,568.37 1.0 99.0 

６月末 10,157 1.6 1,611.90 3.8 98.0 

７月末 10,169 1.7 1,618.61 4.3 99.6 

８月末 10,075 0.8 1,617.41 4.2 96.3 

９月末 10,495 5.0 1,674.75 7.9 98.6 

10月末 10,999 10.0 1,765.96 13.8 99.0 

11月末 11,219 12.2 1,792.08 15.4 99.1 

(期  末)      

2017年12月21日 11,400 14.0 1,822.61 17.4 99.5 
 

（注） 騰落率は設定日比です。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」は実質比率を記載しております。 
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日本好配当株ファンド2016-12（限定追加型／繰上償還条項付） 

○運用経過 (2016年12月21日～2017年12月21日) 

 

  

  
（注） 分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。 

（注） 分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異な

ります。したがって、各個人のお客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注） 上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 

 

○基準価額の推移 

当期の基準価額は、期中安値9,377円（2017年４月14日）、期中高値11,408円（2017年12月20日）を経て、期

末は11,400円となりました。 

この結果、期中騰落率はプラス14.0％となりました。 

 

○基準価額の主な変動要因 

（主な上昇要因） 

2017年９月以降、北朝鮮をめぐる地政学的リスクが後退し、衆議院選挙において与党が勝利したことで、今

後の政策への期待が高まったこと、米国では好調な景気が持続しており、2018年においても引き続き利上げを

行うとの期待のもと円が下落し、企業業績の拡大が期待されたことなどが基準価額の上昇要因となりました。 

 

  

期中の基準価額等の推移 
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（主な下落要因） 

2017年３月中旬から４月中旬にかけて、米国議会でオバマケア修正案の採決が断念されたことでトランプ

政権の政策実現への不透明感が高まったこと、朝鮮半島情勢の緊迫化やフランス大統領選挙などへの警戒か

らリスクオフの展開となり円高ドル安が進行したこと、８月から９月にかけては、トランプ米大統領周辺の政

治スキャンダルをめぐり、税制改革やインフラ投資などの政策実現への不透明感が高まったこと、再び北朝鮮

をめぐる地政学的リスクが台頭し、円高ドル安が進行したことなどが基準価額の下落要因となりました。 

 

 

〔株式市場の動向〕 

当期の株式市場は、期初には１ドル117円台まで円安が進行し外需銘柄を中心に企業収益の改善が期待され

ましたが、その後は円高基調への転換とともに軟調に推移しました。2017年４月中旬には１ドル108円台まで

円高が進行し、今後の企業収益の鈍化が懸念されるにつれ、日経平均株価は18,500円台まで下落しました。 

その後はフランス大統領選挙が想定内の結果であったことや、北朝鮮による核実験が行われなかったこと

などで徐々にリスクオンの様相となり、為替市場では１ドル114円台まで円安が進行したことで、６月に入り

日経平均株価は20,000円台を回復しました。 

８月には北朝鮮によるミサイル発射など地政学的リスクが顕在化し円高ドル安が進むとともに、それと連

動して株式市場は下落しました。９月の衆議院解散の報道以降、市場は大きく反発し、米連邦公開市場委員会

（FOMC）では保有証券の縮小が決定され、年内の利上げ見通しを維持したことから米国金利は上昇基調となり、

為替市場では再び円安ドル高基調となりました。10月には第２四半期決算への期待や衆議院選挙での与党の

勝利による政治の安定が見込まれたことから、外国人投資家を中心に日本株への見直し買いが継続し、日経平

均株価は16連騰を記録しました。期末にかけては米国株式市場が上昇基調を継続し、好調な企業業績や景況感

の改善が見込まれた国内株式市場も堅調に推移し、日経平均株価は22,866円で期末を迎えました。 

 

 
 

  

投資環境 
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日本好配当株ファンド2016-12（限定追加型／繰上償還条項付） 

 

〔運用経過〕 

株式組入比率 

期末のポートフォリオは21業種、48銘柄で構成しています。期中を通して日本好配当株マザーファンドの予想

配当利回りは３％台を概ね維持しました。組入比率は高位を維持し、期末の組入比率は99.6％となりました。 

 

業種・銘柄 

組入銘柄の主な業種は、輸送用機器、卸売業、銀行業となりました。個別銘柄では、三菱ＵＦＪフィナンシャ

ルグループ（8306）、伊藤忠商事（8001）、三井物産（8031）などを上位に組み入れました。 

 

 

基準価額水準、市況動向等を勘案し、当期の分配を見送りといたしました。なお、分配金に充当しなかった

収益につきましては、信託財産内に留保し、運用の基本方針に基づいて運用いたします。 

 

○分配原資の内訳  

 （単位：円、１万口当たり・税込み） 

項 目 
第１期 

2016年12月21日～ 
2017年12月21日 

当期分配金 －  

(対基準価額比率) －％ 

 当期の収益 －  

 当期の収益以外 －  

翌期繰越分配対象額 1,418  
 

（注） 対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注） 当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 

 

  

当ファンドのポートフォリオ 

分配金 
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○今後の運用方針 

〔投資環境見通し〕 

当ファンドの当期末時点における日経平均株価は22,866円と堅調に推移しており、2017年度および2018年

度も好調な企業業績が期待されていることから、今後も株式市場は堅調に推移すると見込んでいます。2017年

度の企業収益は10％台後半の増益が見込まれており、2018年度も１ケタ台後半の増益が期待されています。日

経平均株価は2017年10月に、過去最長となる16連騰を記録しましたが、バリュエーション面ではまだ割高な水

準ではないと考えており、2018年も引き続き好調な企業業績を背景に上昇基調を継続すると見込んでいます。 

高配当利回り株の動向に関しましては、今後も増配や自社株買いなど株主還元策を積極化する傾向が強ま

ると見込んでいます。当ファンドの投資対象である、予想配当利回りが市場平均を上回る見込みの高配当銘柄

においては、堅調な景況感を背景に今後も業績が拡大していくものと考えています。 

 

〔今後の運用方針〕 

当ファンドの運用方針に合致する予想配当利回りが市場平均を上回り、堅調な業績が見込まれる銘柄への

投資を行い、ファンド全体の予想配当利回りを高めに維持するとともにパフォーマンスの向上を図ってまい

ります。 
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○１万口当たりの費用明細 (2016年12月21日～2017年12月21日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 115  1.126  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） ( 55)  (0.541)  委託した資金の運用の対価 

 （ 販 売 会 社 ） ( 55)  (0.541)  交付運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、購入後の 
情報提供等の対価 

 （ 受 託 会 社 ） (  4)  (0.043)  運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 41   0.407   (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
  売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） ( 41)  (0.407)   

（c） そ の 他 費 用 12   0.119   (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） (  3)  (0.033)  監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 （ 印  刷 ） (  8)  (0.076)  法定開示資料の印刷に係る費用 

 （ 管 理 ・ 運 営 費 用 ） (  1)  (0.009)  法定書類の提出に係る費用 

 合 計 168   1.652    

期中の平均基準価額は、10,177円です。  

 
（注） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結

果です。 

（注） 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

（注） 売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものを

含みます。 

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに

小数第３位未満は四捨五入してあります。 
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日本好配当株ファンド2016-12（限定追加型／繰上償還条項付） 

○売買及び取引の状況 (2016年12月21日～2017年12月21日) 

 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 
日本好配当株マザーファンド 2,987,168 3,605,098 1,473,614 1,884,741 

 
 
 

○株式売買比率 (2016年12月21日～2017年12月21日) 

 

項 目 
当 期 

日本好配当株マザーファンド 

(a) 期中の株式売買金額 23,624,933千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 10,000,459千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 2.36   
 

（注） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2016年12月21日～2017年12月21日) 

 

＜日本好配当株ファンド2016-12（限定追加型／繰上償還条項付）＞ 

 該当事項はございません。 

 

＜日本好配当株マザーファンド＞ 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株式 16,282 3,753 23.0 7,342 1,098 15.0 

平均保有割合 30.7%       
 
※平均保有割合とは、親投資信託の残存口数の合計に対する当該子ファンドの親投資信託所有口数の割合。 

 

親投資信託受益証券の設定、解約状況 

利害関係人との取引状況 
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日本好配当株ファンド2016-12（限定追加型／繰上償還条項付） 

 

項 目 当 期 
売買委託手数料総額（A） 13,194千円 
うち利害関係人への支払額（B） 2,647千円 

（B）／（A） 20.1％   
 
＊売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものです。 
 

利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とはいち
よし証券株式会社です。 

 

○自社による当ファンドの設定・解約状況 (2016年12月21日～2017年12月21日) 

 
 該当事項はございません。 

 

○組入資産の明細 (2017年12月21日現在) 

 

銘 柄 
当 期 末 

口 数 評 価 額 

 千口 千円 

日本好配当株マザーファンド 1,513,554 2,102,932 
 
 
 

○投資信託財産の構成 (2017年12月21日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

日本好配当株マザーファンド 2,102,932 97.9 

コール・ローン等、その他 44,538 2.1 

投資信託財産総額 2,147,470 100.0 
 

（注） 比率は、投資信託財産総額に対する割合です。 

 

 

親投資信託残高 
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日本好配当株ファンド2016-12（限定追加型／繰上償還条項付） 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2017年12月21日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 2,147,470,655   

 日本好配当株マザーファンド(評価額) 2,102,932,234   

 未収入金 44,538,421   

(B) 負債 42,776,439   

 未払解約金 24,538,421   

 未払信託報酬 16,181,886   

 その他未払費用 2,056,132   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 2,104,694,216   

 元本 1,846,168,925   

 次期繰越損益金 258,525,291   

(D) 受益権総口数 1,846,168,925口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 11,400円 
 

（注） 当ファンドの設定時元本額は1,594,384,522円、期中追加設定

元 本 額 は 2,010,010,269 円 、 期 中 一 部 解 約 元 本 額 は

1,758,225,866円です。 

（注） １口当たり純資産額は1.1400円です。 
 

○損益の状況 (2016年12月21日～2017年12月21日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 △          1   

 支払利息 △          1   

(B) 有価証券売買損益 298,158,238   

 売買益 375,028,211   

 売買損 △ 76,869,973   

(C) 信託報酬等 △ 39,736,254   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 258,421,983   

(E) 追加信託差損益金 103,308   

 (売買損益相当額) (      103,308)  

(F) 計(Ｄ＋Ｅ) 258,525,291   

(G) 収益分配金 0   

 次期繰越損益金(Ｆ＋Ｇ) 258,525,291   

 追加信託差損益金 103,308   

 (配当等相当額) (    3,475,727)  

 (売買損益相当額) (△  3,372,419)  

 分配準備積立金 258,421,983   
 

（注） 損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによ

るものを含みます。 

（注） 損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税

等相当額を含めて表示しています。 

（注） 損益の状況の中で(E)追加信託差損益金とあるのは、信託の追

加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分

をいいます。 

（注） 計算期間末における費用控除後の配当等収益（51,513,264円）、

費用控除後の有価証券等損益額（206,908,719円）、および信託

約款に規定する収益調整金（3,475,727円）より分配対象収益は

261,897,710円（１万口当たり1,418円）ですが、当期に分配し

た金額はありません。 
 

 

○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 0円 
 
 
 

○お知らせ 

 

 2016年12月21日から2017年12月21日までの期間に実施いたしました約款変更はございません。 

 

約款変更について 
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日本好配当株ファンド2016-12（限定追加型／繰上償還条項付） 

○（参考情報）親投資信託の組入資産の明細 (2017年12月21日現在) 

＜日本好配当株マザーファンド＞ 
 下記は、日本好配当株マザーファンド全体(7,504,633千口)の内容です。 

 

 

銘 柄 
当 期 末 

株  数 評 価 額 

 千株 千円 

建設業（4.0％）   

大和ハウス工業 83.8 361,429 

積水ハウス 25.5 51,688 

食料品（3.7％）   

日本たばこ産業 103 380,585 

化学（0.4％）   

三井化学 12 43,740 

ガラス・土石製品（0.7％）   

旭硝子 15.8 75,524 

非鉄金属（2.1％）   

住友電気工業 112.5 214,256 

金属製品（2.1％）   

三和ホールディングス 13.8 20,838 

ＬＩＸＩＬグループ 67.6 201,312 

機械（5.5％）   

アマダホールディングス 93.6 142,646 

椿本チエイン 141 126,336 

セガサミーホールディングス 11.5 15,950 

日本精工 9.4 16,365 

三菱重工業 64.1 270,117 

電気機器（2.6％）   

ローム 11.2 133,616 

キヤノン 30.9 135,249 

輸送用機器（15.6％）   

デンソー 14.7 98,989 

日産自動車 216.7 242,053 

トヨタ自動車 40.4 294,435 

アイシン精機 31.1 196,863 

本田技研工業 108.8 423,667 

ＳＵＢＡＲＵ 102.3 358,868 
 

 

銘 柄 
当 期 末 

株  数 評 価 額 

 千株 千円 

精密機器（1.0％）   

セイコーホールディングス 33 107,910 

電気・ガス業（0.1％）   

中国電力 10.1 12,089 

陸運業（0.8％）   

センコーグループホールディングス 97.3 77,061 

情報・通信業（9.6％）   

日本電信電話 71.7 385,889 

ＫＤＤＩ 119.8 336,937 

ＮＴＴドコモ 101.7 271,742 

卸売業（14.3％）   

双日 560.4 186,052 

伊藤忠商事 218.7 445,929 

三井物産 240.9 428,320 

三菱商事 142.3 428,180 

小売業（5.7％）   

アダストリア 16.7 42,367 

セブン＆アイ・ホールディングス 46.9 222,399 

丸井グループ 165.9 326,988 

銀行業（14.1％）   

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 547.6 454,453 

りそなホールディングス 308.4 204,746 

三井住友フィナンシャルグループ 86.3 423,733 

みずほフィナンシャルグループ 1,858.2 382,975 

証券、商品先物取引業（0.1％）   

ＦＰＧ 7.4 10,056 

保険業（9.1％）   

ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス 107.6 412,538 

東京海上ホールディングス 80.2 415,355 

Ｔ＆Ｄホールディングス 59.9 118,032 
 

国内株式 
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日本好配当株ファンド2016-12（限定追加型／繰上償還条項付） 

 

銘 柄 
当 期 末 

株  数 評 価 額 

 千株 千円 

その他金融業（6.4％）   

イオンフィナンシャルサービス 80.2 207,477 

日立キャピタル 5.7 16,199 

オリックス 222 425,907 

三菱ＵＦＪリース 15.4 10,364 

不動産業（0.2％）   

パーク２４ 8.2 22,656 
 

 

銘 柄 
当 期 末 

株  数 評 価 額 

 千株 千円 

サービス業（1.9％）   

日本郵政 154.5 201,004 

合 計 
株 数 ・ 金 額 6,676 10,381,903 

銘柄数＜比率＞ 48 ＜99.6％＞ 
 

（注） 銘柄欄の( )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。

（注） 評価額欄の< >内は、純資産総額に対する評価額の比率。 
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